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Ⅰ．事案の概要
　Y 社は、亡 A により昭和55年に設立された、不動産の仲介および売買等を目
的とする特例有限会社である。平成24年 4 月 1 日に開催された Y 社の臨時株主
総会（本件総会①）において、Y 社の発行済株式5000株の内、B（A の妻）が4300
株、X（長女）が100株、C（次女）が600株を保有していた。




　平成15年に A が亡くなった後、X は B および C と不仲となり、平成19年に家
事審判（内容は不明）がされたほか、B が契約者となって X を受取人とした養老
保険契約について、X が B を被告として訴えを提起するということがあったた
め、B は平成23年末ごろには、今後も X とともに Y 社の経営を行うことはでき
ないと考えるようになった。平成24年 3 月24日、B は Y 社代表取締役として、X
を取締役から解任することおよび C を取締役に選任することを議題とする本件
総会①を招集した。X は招集通知を受領したが、この総会には出席しなかった。
これらの議案は B および C の賛成により可決された（本件決議①）。
　その後、同年 7 月10日、B は Y 社代表取締役として、株式譲渡の承認を議題
とする株主総会を招集した。同月20日に開催されたこの総会（本件総会②）にお
いて、B の保有する Y 社株4300株の内2150株を C に対して、残りの2150株を D
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した（本件決議②）。なお、これと同じ日に、B は Y 社取締役を辞任し、C が Y
社代表取締役に、D が取締役に就任した。











　裁判所は、① B が X とともに Y 社の事業を行うことは困難であると考えてお
り、X を Y 社の取締役から解任したり、保有する Y 社の株式を C らに譲渡した
りする動機を有していたこと、② B は、本件総会の当時84歳と高齢ではあった
がいずれにしても B が恒常的に判断能力を大きく欠いていたとまではいえない
こと、③ B について、平成25年 7 月に X により申し立てられた後見の開始は認
められず、保佐が開始したのも本件各総会から 1 年半が経過してからであったこ
と、④ X を取締役から解任する決議と、自身の保有する株式を C および D に譲
渡したことを承認する決議とのいずれもその内容は簡単で、B にも容易に理解し
得るものであったこと、⑤ X は、本件各決議の内容を直ちに了知したにもかか

































項（平成17年改正前商法257条 1 項（以下商法旧257条 1 項という））に基づいて損害賠
償を請求するという本件のような訴訟は、平成17年会社法以後にみられるように
なったものであり、それ以前には生じたことはなかった。その理由は、おそらく



















































ハ 2 年ヲ超ユルコトヲ得ズ」（ 1 項）、「最初ノ取締役ノ任期ハ前項ノ規定ニ拘ラ
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　上の 2 つの判決との比較で、改めて本件の判旨をみると、会社法339条 2 項に


































































































































































































































（ 1 ）　大隅健一郎＝今井宏＝小林量『新会社法概説』（第 2 版）（有斐閣、2010年）158頁注98。
（ 2 ）　意思能力を欠いた意思表示は無効である（大判明治38年 5 月11日民録11輯706頁）。
（ 3 ）　上柳克郎＝鴻常夫＝竹内昭夫編『新版注釈会社法 6 』（有斐閣、1987年）70頁〔今井潔〕。
（ 4 ）　『商法修正案理由書』（博文館、1898年）147頁。























会社法339条 2 項の適用の有無」早稲田法学87巻 4 号（2012年）165頁も、任期の定めのない特
例有限会社の取締役が339条 2 項に基づく請求をすることを肯定する。また、東京地方裁判所
商事研究会編著『類型別会社訴訟Ⅰ』（第 3 版）（判例タイムズ社、2011年）23頁において、




214　　早法 93 巻 4 号（2018）
（10）　神田秀樹『会社法』（第19版）（弘文堂、2017年）211頁では、本文中で後に掲げる秋田地判























見善久＝加藤新太郎編『論点体系判例民法 6 』（第 2 版）（第一法規、2013年）194頁以下〔後藤
巻則・前田太朗〕。
（15）　改正民法648条はつぎの規定となる。






















『論点体系判例民法 6 』（前注14）188頁〔後藤＝前田〕、最判昭和43年 9 月 3 日集民92号169頁、
















の取締役が選任から 1 年後に解任された場合に、解任に正当な理由がなければ 9 年分の報酬相
当額を損害賠償として請求できるのかが問われる（東京地判平成27年 6 月29日判時2274号113
頁を参照）。考えるに、会社法339条 1 項が定める解任自由の原則が公の秩序である（損害賠償
は別として、特約によっても解任自体の効力を否定することはできない）からには、 2 項の損
害賠償の金額が過大なために会社の解任権の行使が事実上不可能になることを許容するのは矛
盾である。そこで、結局は裁判所の裁量に委ねるほかはないが、会社による解任権の行使を阻
止しない範囲に金額を限定することは必要であると思われる。この点、 2 年分の報酬相当額で
あれば、法が従来想定していた範囲内であるから、会社の解任権の行使を妨げるものと評価さ
れることはないと思われ、他に合理的な基準がないときには、裁判所がこれを参考にすること
にも一定の理由があるだろう。
